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１　令和６年度３月補正予算の概要

①　補正予算額 （単位：千円・％）

会計 補正前の額 補正額 補正後予算額 補正率

一般会計 131,428,621 4,838,028 136,266,649 3.7

国民健康保険特別会計 24,276,181 -15,122 24,261,059 -0.1

後期高齢者医療特別会計 6,664,313 118,529 6,782,842 1.8

介護保険特別会計 20,278,329 368,000 20,646,329 1.8

公共用地特別会計 1,662,178 -7,080 1,655,098 -0.4

合計 184,309,622 5,302,355 189,611,977 2.9

公営企業会計 補正前の額 補正額 補正後予算額 補正率

競走事業会計 87,373,907 2,304,971 89,678,878 2.6

下水道事業会計 6,600,216 -135,039 6,465,177 -2.0

②　補正予算の特徴

【収益的支出】管渠費△28,501、消費税及び地方消費税＋33,762
【資本的支出】流域下水道建設負担金△388,258、基金造成費＋270,000

【収益的支出】勝舟投票券払戻金・返還金＋2,093,036
【資本的支出】他会計繰出金＋400,000

　今回の一般会計の補正予算では、物価高騰対策に係る予算措置を行うほか、各事業の執行状況に即して既定予算の過不足の整理を行うとともに、市税
等の増に伴い、基金への積立を行います。
　歳入では、賦課・徴収実績を踏まえて個人・法人市民税等の市税を増額するほか、歳出事業の決算見込額に合わせて国庫・都支出金や繰入金等の増減
を行います。
　歳出では、物価高騰対策事業として、デジタル地域通貨を活用したポイント付与事業など６事業を実施するほか、職員給与費や委託料の契約差金等を実
績に合わせて整理するとともに、今後の公共施設の老朽化対策に備えるため、公共施設整備基金への積立を行います。
　また、特別会計及び公営企業会計の補正予算については、国民健康保険、後期高齢者医療、介護保険、下水道事業会計で精算補正を行うとともに、公
共用地特別会計では公共用地の取得状況による減額、競走事業会計では売上の増に伴う増額を行います。

主な内容　　　

【歳入】繰入金＋368,000　【歳出】保険給付費＋361,000

主な内容　　　

【歳入】都支出金△161,500、繰入金＋141,973
【歳出】保険給付費△175,500、諸支出金＋184,677

【歳入】後期高齢者医療保険料＋86,947、繰越金＋40,282
【歳出】後期高齢者医療広域連合納付金＋154,263

【歳入】繰越金＋176,020、市債△216,100　【歳出】公共用地取得費△7,080

【歳入】
所得割＋474,562、法人税割＋4,401,328、償却資産＋274,101、株式等譲渡所得割交付
金＋337,089、自立支援介護給付費負担金（国）＋204,707、私立保育所児童運営費負
担金（国）＋366,310、公立学校給食費負担軽減事業補助金＋504,443、会営競馬寄附
金＋176,600、公共施設整備基金繰入金△1,665,258、子ども・子育て応援基金繰入金
△560,500、競走事業会計繰入金＋320,000
【歳出】
住民税非課税世帯等物価高騰対応重点支援給付金（令和６年度非課税化給付）補助
金△244,800、住民税非課税世帯等物価高騰対応重点支援給付金（調整給付）補助金
△146,180、自立支援介護給付費＋151,031、障害児通所給付費＋189,377、児童手当
費△98,090、私立保育所入所運営費＋618,426、消費喚起デジタルポイント事業費補助
金＋429,500、学校施設改築基金積立金＋639,573、施設等利用費（幼稚園）
△156,741、公共施設整備基金積立金＋3,465,730



２　物価高騰対策事業　　６事業　６１０，５７６千円

補正額 一般財源 内容

1 15民 05社 12障
補助金　障害福祉サービス事業所物
価高騰臨時対策事業費

6,973 6,973 市内の障害福祉サービス事業所に対し、食材費を補助するもの

2 15民 10児 10児
補助金　保育施設等物価高騰臨時
対策事業費

60,224 都 30,474 29,750 市内の保育所等に対し、光熱費等を補助するもの

3 15民 20高 12介
補助金　介護サービス事業所物価高
騰臨時対策事業費

81,737 81,737 市内の介護サービス事業所に対し、光熱費等を補助するもの

4 35商 05商 10商
補助金　消費喚起デジタルポイント
事業費

429,500 国 297,864 131,636

市民生活を支援するとともに、市内における消費を喚起すること
で市内事業者を支援し、地域経済の活性化を図るため、デジタル
地域通貨を活用したポイント付与事業を行うもの
①参加店舗においてデジタル地域通貨で買い物をすると、決済
額の３０％をポイントとして付与
②１人につき上限３，０００ポイント
③最大利用者数１３０，０００人（予算に達し次第終了）

5 40土 15都 05都
補助金　乗合バス・タクシー事業者
物価高騰臨時対策事業費

9,810 9,810
市内で路線バスを運行する乗合バス事業者並びに市内に事業所
を有する法人及び個人タクシー事業者に対し、事業費の一部を
補助するもの

6 50教 25幼 05幼
補助金　私立幼稚園物価高騰臨時
対策事業費

22,332 22,332 市内の私立幼稚園に対し、光熱費等を補助するもの

610,576 282,238

予算科目 特定財源

328,338



３　一般会計予算の概要

①　歳入    （単位：千円 、％）

科目（款） 補正前の額 補正額 補正後予算額 構成比 主な内容

 05　市税 51,880,700 5,169,664 57,050,364 41.9

 10　地方譲与税 425,047 △ 15,109 409,938 0.3

 12　利子割交付金 82,286 44,753 127,039 0.1

 13　配当割交付金 487,950 16,629 504,579 0.4

 14　株式等譲渡所得割交付金 502,744 337,089 839,833 0.6

 15　法人事業税交付金 1,261,379 47,276 1,308,655 1.0

 16　地方消費税交付金 6,493,392 34,495 6,527,887 4.8

 18　自動車取得税交付金 1 1 0.0

 19　環境性能割交付金 120,171 25,418 145,589 0.1

 24　地方特例交付金 1,447,200 59,127 1,506,327 1.1

 25　地方交付税 1 1 0.0

 30　交通安全対策特別交付金 21,676 21,676 0.0

 35　分担金及び負担金 410,886 5,261 416,147 0.3

 40　使用料及び手数料 3,788,774 1,679 3,790,453 2.8

 45　国庫支出金 24,109,642 430,486 24,540,128 18.0

 50　都支出金 14,233,781 1,019,211 15,252,992 11.2

 55　財産収入 270,228 27,169 297,397 0.2

 60　寄附金 1,003,587 92,923 1,096,510 0.8

 65　繰入金 11,121,814 △ 2,549,759 8,572,055 6.3

 70　繰越金 2,366,128 2,366,128 1.7

 75　諸収入 4,164,734 247,916 4,412,650 3.2

 80　市債  　　　    7,236,500 △ 156,200 7,080,300 5.2

合　　計 131,428,621 4,838,028 136,266,649 100.0

競走事業会計繰入金＋320,000

学童クラブ整備事業債△69,100

私立保育所児童運営費負担金
＋366,310

公立学校給食費負担軽減事業補助金
＋504,443

公共施設整備基金預金利子＋25,448

会営競馬寄附金＋176,600

公共施設整備基金繰入金△1,665,258

私立保育所保育料＋5,261

学童クラブ育成料＋9,694

所得割＋474,562、
法人税割＋4,401,328



３　一般会計予算の概要

②　歳出（款別）
   （単位：千円 、％）

③　歳出（性質別）
   （単位：千円 、％）

補正前の額 補正額 補正後予算額 構成比 補正前の額 補正額 補正後予算額 構成比

05 議会費 541,980 △ 7,871 534,109 0.4 義務的経費 53,614,668 1,011,300 54,625,968 40.1

10 総務費 15,884,901 13,784 15,898,685 11.7 人件費 14,865,510 138,073 15,003,583 11.0

15 民生費 63,716,285 957,933 64,674,218 47.5 扶助費 34,779,541 880,877 35,660,418 26.2

20 衛生費 8,517,717 233,284 8,751,001 6.4 公債費 3,969,617 △ 7,650 3,961,967 2.9

25 労働費 63,953 63,953 0.0 物件費 26,869,805 △ 170,691 26,699,114 19.6

30 農林水産業費 202,174 △ 5,000 197,174 0.1 維持補修費 1,593,244 △ 67,397 1,525,847 1.1

35 商工費 616,090 424,500 1,040,590 0.8 補助費等 14,617,131 620,065 15,237,196 11.2

40 土木費 7,105,482 △ 336,826 6,768,656 5.0 積立金 1,283,776 4,062,572 5,346,348 3.9

45 消防費 3,028,304 28,014 3,056,318 2.2 44,168 44,168 0.0

50 教育費 27,361,769 121,861 27,483,630 20.2 繰出金 10,560,001 143,282 10,703,283 7.9

55 公債費 3,969,617 △ 7,650 3,961,967 2.9 投資的経費 22,745,828 △ 761,103 21,984,725 16.1

60 諸支出金 320,349 3,415,999 3,736,348 2.7 普通建設事業費 22,745,828 △ 761,103 21,984,725 16.1

65 予備費 100,000 100,000 0.1 失業対策事業費

131,428,621 4,838,028 136,266,649 100.0 予備費 100,000 100,000 0.1

131,428,621 4,838,028 136,266,649 100.0

科目（款） 区　　分

合   　計

合   　計

投資及び出資金・貸付金


